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　このたび、財団法人金属系材料研究開発センター
の理事会において、理事各位のご推挙により、理
事長に就任いたしました。
　当センターは、1985 年に創立され、現在推進中
の「鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究
開発」を始めとする金属系材料開発や、水素利用
等省資源・省エネルギーのための技術開発、環境
に優しいリサイクル技術開発、地球温暖化防止技
術開発等、国の施策に沿った多くの技術開発にか
かわってまいりました。これまでの間、当センター
の運営と発展に尽くされた諸先輩並びに会員各位
に深く敬意を表したいと思います。
　最近の我が国産業を取り巻く環境は、地球温暖
化問題、資源問題等の全世界的課題の顕在化、ア
ジアを中心とした新興国経済の台頭、産業の急速
なグローバル化等、これまでになく大きく急激な
変化を生じており、それらに対応し国際的な競争
を勝ち抜くための新たな戦略の立案が強く求めら
れているところであります。
　折しも、本年 6 月に閣議決定された「新経済成
長戦略」を踏まえ、平成 23 年度から平成 27 年度
までの第 4 期科学技術基本計画の策定作業がすす

められております。主要な戦略のひとつとして「イ
ノベーションを通した成長」について議論されて
いますが、これまで我が国製造業の国際競争力を
支える基盤材料として金属系材料が果たしてきた
役割は、新たなイノベーションを目指す枠組みに
おいても変わらず極めて大きなものとなるはずで
す。我が国の産業の将来に向けての更なる発展を
実現するために、金属系材料分野やそれにかかわ
る産業分野における技術開発をこれまでにも増し
て強力に推進していくことが必要であると考えて
おります。また、その中で開発プロジェクトの企
画・推進を担うべき当センターの責務も大変重い
ものであると受け止めております。
　一方、当センターでは関係大学・企業の皆さま
のご協力のもと、「鉄鋼分野における産学人材育
成パートナーシッププロジェクト」や「アルミニ
ウム圧延品製造プロセス技術伝承・中核人材育成
プロジェクト」等の人材育成事業にも取り組んで
きております。技術開発を確実に推進し、金属産
業発展に至るための重要な鍵は最終的には個々の
人材の活躍の度合いに帰着するものであります。
その人材の育成につきましても当センターが果た
すべき重要なミッションとしてこれからも積極的
に取り組んでいきたいと考えております。
　今後、ますます厳しくなる国際競争の中で日本
産業が確実に勝ち残っていくために、金属系材料
分野での技術開発は極めて重要であると考えてお
ります。
　このような技術開発を推進するため、経済産業
省を始めとする関係機関のご指導並びに会員各位
のご協力により、当センターの使命達成に貢献で
きますよう、微力ながら尽力する所存であります。
　今後、一層のご支援とご協力をお願いいたしま
して、就任のご挨拶とさせていただきます。

 理 事 長 就 任 の ご 挨 拶
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１．はじめに
　JRCM では 2001 年（平成 13 年）
に材料分野のデータベースリンク
集をホームページ http://www.jrcm.
or.jp に 掲 載 し て 以 来、NPO 法 人
JRCM 産学金連携センター（以下
NPO 法人という。）が主となって築
いてきた研究者データベース、企業
データベース、インターンシップ
データベースなど産学連携に関す
るデータベースを紹介してきた。
　特に大学等の研究者と企業を結
びつけるために産学連携に関する
総合ポータルサイト「産学プラザ」
http://www.sangakuplaza.jp は、最
近 1 カ月の 1 日当たりのアクセス
数推移をみると、図 1 に示すよう
に週末は少ないが平日では 25,000
件のページビュー数であり、かなり
の訪問があるサイトとなっている。
　今回、前述の NPO 法人と公益目
的で産学プラザの共同管理を行う
ことになったのを機会に、データ
ベース集の生い立ちから 10 年を経
た現状を説明し、これらのデータ
ベースを活用した調査事例を紹介
する。

２．「産学プラザ」のデータベース
２．１　研究者データベース
　本データベースは産学連携の観
点から「ある特定技術分野につい
て大学等の先生と共同研究やイン
ターンシップ事業を行いたいが、ど
の先生に問い合わせればよいか。そ
の先生は相談に乗っていただける
だろうか。」という産業界からの要
望を受けて、関連しそうな大学の先
生方のできるだけ具体的なデータ、
すなはち、研究テーマ、産学連携の
取り組み状況、実績、今後の可能性、
産学連携の形態、共同研究可能な
テーマ、保有特許、利用できる研究
設備などの情報を集めることから
スタートしている。
　研究者データベース作成は 2002
年（平成 14 年）１月 22 日～２月
19 日にかけて全国の材料系および
塑性加工関係の国立、公立、私立
の大学、職業能力開発短期大学校、
高等専門学校の教員（教授、准教授、
講師、助教等）に JRCM ホームペー
ジを通じてアンケートを実施し、回

答いただいた 161 名の先生方を紹
介するハンドブックを作成したこ
とから始まった。
　2003 年には材料・加工全般関
係の大学等研究者に範囲を拡大し、
500 名以上を収録した冊子となっ
た。また、このときから JRCM のホー
ムページに検索機能付データを掲
載し、ウェブからも見られるように
した。
　2004 年からは NPO 法人が（社）
日本機械工業連合会の委託を受け
てさらに分野を増やしてデータを
収集し、４万５千人の理工薬農系全
研究者の名前を掲載した冊子を作
成した。この間の冊子の形態の変遷
を図２に示した。
　現在では独立行政法人研究機関
の研究者も加え、約 5 万人の研究
者が登録されており、ウェブ上で詳
細検索できるようにして、科学技術
振興機構（JST）の研究者データベー
ス ReaD ともリンクしている。
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図 1　産学連携総合ポータルサイト「産学プラザ」の 1 日当たりアクセス数

図２．研究者データ収録冊子の変遷

２．２　企業データベース
　JRCM で は 2003 年 度 に 新 エ ネ
ル ギ ー・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構

（NEDO）の委託を受け、ナノテク
技術を保有する企業のリストアッ
プとその企業の保有する製品・技術
について調査し、その結果をもとに
JRCM のホームページに「ナノテク
製品・技術データベース」を構築
した。2004 年度は「地域における
ナノテクアクティビティ調査研究」
をテーマに掲げ、さらなる調査を
実施した。その結果、2003 年度の
ナノテク保有企業 131 社に対し、
さらに 239 社を新たに抽出し、合
計 370 社のナノテク企業をリスト
アップした。
　その後 NPO 法人が公的資金を受
けてナノテクのみならず、ものづく
り系の企業データを収集し、産業
界が保有していて外部に供給可能
な製品・技術に関するシーズをデー
タベースとして公開し、産業界や

大学等研究 機 関 の
ニーズとの マ ッ チ
ングを図る こ と を
目指し、現在では鉱
業、 化 学、 プ ラ ス
チ ッ ク・ ゴ ム 製 品
等、10 のカテゴリー
別 に 約 1 万 社 の 企
業情報や技 術 情 報
を掲載し、検索がで
きるように な っ て
いる。
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　JRCM に「材料分野の知的基盤整
備状況調査」部会が発足し、世界に
現存するインターネットでアクセ
ス可能な材料ファクトデータベー
ス（実験・観測データ、一次資料デー
タ）の調査・分析、わが国のデータ
ベースと欧米のデータベースの比
較・検討及び国家支援により現在作
成中のデータベースの調査を行っ
た。
　当時の現存データベースを主体
に一覧表が JRCM のホームページ
に検索機能付きで掲載されている
が、現在では存在しないものや有料
化されたものも多く、インターネッ
ト環境の変化の激しさがわかるリ
ンク集といえる。
　
３．２　公設試のデータベースリン
ク集
　2002 年７月に公的機関活用ガイ

ドを発刊し、その際の各機関のデー
タベースを JRCM の URL からリン
クできるようにしたものである。
　JRCM では製造業の方々の「もの
づくり」を支援する立場から、技
術情報サイトとして、金属・半金
属材料の製造および利用に関する
研究開発に係る都道府県の公設試

（地方自治体が運営している試験研
究機関）について、北は北海道か
ら南は沖縄県まで、合計 76 機関を
掲載している。

４．活用例
４．１　産学連携への活用
　産学連携用の活用の仕方を図４
に示したが、個人が産学連携に関
して得たい情報が簡単に検索でき
るようにしている。使いやすくメ
ンテナンスも容易なシステムを採
用している。
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図４　データベースの活用事例
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図 3　全国大学インターンシップの大学別派遣学生数

２．３  イ ン タ ー ン シ ッ プ デ ー タ
ベース
　インターンシップについては大
学教育の一環であるとともに、産学
連携の教育の場と考えて、2001 年
度産学連携人材育成支援事業成果
普及等「広域関東圏におけるイン
ターンシップ・プログラム支援事
業」を行った。2002 年度は別の公
的資金を得て、インターンシップの
実施企業、大学のデータをブックに
まとめてインターンシップデータ
ブックを作成した。また、同時に
JRCM のホームページに詳細データ
を掲載し、検索できるようにした。
その後は NPO 法人で公的資金を活
用して日本全国のインターンシッ
プ実施状況を大学、企業、行政ごと
に調査し、ウェブ上に掲載して条件
検索できるようにした。企業、行政
機関の受入れ状況、全国の大学の
学生派遣状況、及びインターンシッ
プを希望する学生の検索ができる
ようにした。
　その後も全国の企業・行政・大学
のインターンシップ実施状況を毎
年調査して、結果を掲載している。
また、このデータは朝日新聞社が毎
年発行する「大学ランキング」に掲
載されている。調査結果の 1 例と
して図３に 2009 年度における全国
大学の学生派遣状況のグラフを示
した。

２．４　 「産学プラザ」のその他の
データベース
　これまで「産学プラザ」の研究者、
企業、インターンシップのデータを
紹介したが、その他に、若手研究者、
ＯＢ人材支援機関の情報も収録さ
れていて幅広い年代の人材活用の
ための情報を提供している。
　また、書籍情報として大学教材
4,326 件、一般書籍約 21 万件以上
のデータベースを掲載し、アマゾ
ンの注文サイトにリンクしている。
更に学会情報も掲載して産学情報
交流の一大サイトを構成している。

３．その他のデータベースリンク集
３．１　材料分野のデータベースリ
ンク集
　材料分野のデータベースリンク
集は JRCM が 2001 年に行ったデー
タベース収集、掲載の最初となった
データベースリンク集である。この
内容は JRCM NEWS 2001 年 10 月
発行の No.180 に材料分野の知的基
盤整備状況調査結果として詳細報
告が記述されている。　
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る若手研究者の人材情報を同じサ
イトに掲載して、若手研究者の就業
支援に役立てている。

５．おわりに
　インターネットの普及により、ま
すます情報の活用が盛んになって
きているが、JRCM では約 10 年前
から公的資金を活用しながら調査
した結果を地道にデータベース化
し、それをもとに NPO 法人 JRCM
産学金連携センターが充実発展さ
せてウェブ上で公開してきた。その
結果の集大成として「産学プラザ」
を中心としたデータベース・リンク
集をこのたび NPO 法人と共同管理
するに至った。
　その中でも研究者データベース、
企 業 デ ー タ ベ ー ス や イ ン タ ー ン
シップデータベースは中立で使い
やすいという特長があり、Google
の研究者検索で「産学プラザ」が
トップにくる理由となっている。
　2007 年 7 月に NPO 法人にて「産
学プラザ」の全面改装が行われ、そ
れからの 1 日当たりアクセス数上
昇推移を図６に示した。グラフの
上のラインが平日アクセスライン
で下のラインが週末や正月のアク
セス数を示しており、何か大きな
ニュースに関連した時はアクセス
が急上昇することがある。今では

「産学プラザ」のアクセスは１日約
2 万 5 千ページビューを記録し、日
本独自のデータベース集へと発展
している。今後もこの維持発展に努
めていきたい。
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図６　「産学プラザ」の 1 日あたりのアクセス数推移

図５　主要研究者の分野別掲載数

主要研究者、主要研究グループ一覧
をウェブ上にアップした。 主要研
究者が分野別、研究者氏名別、研究
者所属別 、研究者肩書別、主要研
究グループ ( 国内、国外 ) 別 、国名
別に収録されている。図５にその 1
例として主要研究者の分野別人数
を示した。
　この調査結果は各分野の有識者
を選ぶ際の資料として使われてい
るときく。

４．３  オーバードクター調査
　2005 年に経済産業省の委託事業
として全国の大学院研究科教員と

博士課程大学院生、
オーバードクター関
係者にアンケート調
査を行った。これも
大学の研究者データ
ベースから回答者を
選んでウェブ上で先
生と学生の意見を収
集 し た。 調 査 結 果
の概要については、
PDF ファイルをダウ
ンロード出来るよう
にした。
　1,174 件の率直な
意見をほとんどその
ま ま 掲 載 し た と こ
ろ、反響も大きく、
オーバードクター、
ポスドク対策の必要
性を認識させる結果
となった。
　その後に、希望す

４．２  全国主要研究者の調査
　「産学プラザ」のデータベースを
活用して調査を行った事例として
は、2007 年に経済産業省および
NEDO 技術開発機構の施策協力とし
て実施した全国主要研究者の調査
がある。
　研究者・技術者の方々が持つ研
究・技術シーズが、技術戦略マッ
プ 24 分野において、どのように位
置付けられるのかを研究者データ
ベースを活用してウェブ上でアン
ケート調査を行った。各分野に属す
る研究者からその分野の主要研究
者を推薦していただき、その結果を


